様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 ２０２１年　６月　２２日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）えぬ・てぃ・てぃ・こみゅにけーしょんずかぶしきがいしゃ
     一般事業主の氏名又は名称 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社
（ふりがな） まるおか　とおる
                              （法人の場合）代表者の氏名 　丸岡　亨     印
住所　〒１００－８０１９
東京都千代田区大手町２－３－１　大手町プレイスウエストタワー
法人番号　７０１０００１０６４６４８　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社オフィシャルホームページ
企業情報/事業ビジョン Re-connect X 

	公表日
	　　　　２０２０年　１０月　１４日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社オフィシャルホームページにて公表
https://www.ntt.com/about-us/re-connectx.html

	記載内容抜粋
	新型コロナが引き起こした社会変容を認識し、サスティナブルな未来の実現に貢献する事業ビジョン「Re-connect X」を公表しております。

・リモートワールド（分散化社会）の到来
フィジカルディスタンスやリモートワークなど、新型コロナウイルス感染症拡大を防ぐための対策は、社会を分散化の方向へ導きました。また、近年、自然災害も増加し、変化に対するしなやかな適応力（レジリエンス）が求められています。NTTコミュニケーションズ（NTT Com）は、このような社会変容によって訪れる世界をリモートワールド（分散型社会）と捉え、変容した社会において付加価値を高められるサービス・ソリューションの提供を進めていきます。

・DXに求められる変容
生活者、ビジネス、社会における価値観が新しく生まれ変わる中、いかに事業を効率化していくかという観点が先行していたデジタルトランスフォーメーション（DX）も、2つの側面で変容が求められています。1つは、企業が自らのビジネスを、ユーザーエクスペリエンス(UX)、顧客の体験価値を重視し問い直すことを重視した「ユーザー起点型DX」。もう1つは、企業の利益に加えて、従業員や顧客、地域、社会、地球環境などを尊重し、社会的課題の解決を重視した「持続可能社会型DX」。これまで優先されていた「効率化」を超えて、より大きな目的を見据えたDXへと進化していきます。

・NTT Comの事業ビジョン
急速に変容する社会をこれからも支えていくという想いを込めて、2020年10月、NTT Comは新事業ビジョン「Re-connect X」（X=Everything　あらゆるものをつなぎなおすの意）を掲げました。お客さまや地域社会、生活者や各産業など、これまで通信によってつなげてきたあらゆるものの価値をあらためて見つめなおし、共創によって安心安全かつ柔軟に「Re-connect（つなぎなおす）」することで、サステナブルな未来の実現に貢献していきます。

・Re-connect Xに向けた取り組み
お客さまやパートナーとの共創によって進めていく「Smart World」「Smart Data Platform」。NTT Com自らのDXによって、運用の効率化と付加価値の向上を実現していく「ICTインフラのTransformation」。3つの取り組みの強化によって、私たちは「Re-connect X」を実現していきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、機関承認された方針に基づき作成された内容であり、公開文書に記載されている事項となります。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①当社オフィシャルホームページ
企業情報/事業ビジョン Re-connect X
②当社オフィシャルホームページ　ニュースリリース
「Smart World実現やお客さまのデジタルトランスフォーメーション貢献に向けた組織体制の見直しについて」
③当社オフィシャルホームページ　2020年度決算　2021年度 業績予想について

	公表日
	①２０２０年　１０月　１４日
②２０２０年　３月　２日
③２０２１年　５月　１２日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①当社オフィシャルホームページにて公表
https://www.ntt.com/about-us/re-connectx.html
②当社オフィシャルホームページにて公表
https://www.ntt.com/about-us/press-releases/news/article/2020/0302_3.html
③当社オフィシャルホームページ　2020年度決算　2021年度 業績予想について(P8)
https://www.ntt.com/content/dam/nttcom/hq/jp/about-us/press-releases/pdf/2021/0512_2.pdf

	記載内容抜粋
	事業ビジョン「Re-connect X」に向けた３つの取り組みの詳細を公表しております。
[①当社オフィシャルホームページ
企業情報/事業ビジョン Re-connect X]

・01 社会と未来をつなぐSmart World
NTT Comは、お客さまやパートナー企業の皆さまと事業創造や競争力の強化を導くDXや、ICTを活用して社会課題を解決する７つの領域で構成される「Smart World」の実現を目指しています。課題解決に挑み続けるお客さまと、ICTソリューションのプロフェッショナルであり、企業のデータ利活用の加速に取り組むNTT Comがすべての領域において共創し、新たな価値創造を実践しています。
・02 データと価値をつなぐSmart Data Platform
Smart Data Platformは、企業に点在するデータを一つのプラットフォーム上でシームレスに融合。データを整理して利活用しやすくすることで、日々の活動から産まれるデータを企業成長のエンジンへと変える、次世代のプラットフォームです。
DXを実現させる選択肢として、企業を成功へと導き、産業・社会の発展に貢献します。
・03 安心・安全・柔軟につなぐICTインフラのTransformation
With/Afterコロナにおいて企業がクラウドコンピューティングやリモートワークを活用していくため、リモートワールドにおけるICTインフラには「分散化への対応」「変化への適応」「安心/安全」が強く求められています。NTT Comは、急激な外部環境の変化が起こった場合でも、高いセキュリティを確保しながら、社内ネットワーク全体のパフォーマンス向上と柔軟な業務継続を可能にするソリューションをお客さまに提供していきます。

「02 データと価値をつなぐSmart Data Platform 」の開発・提供を通じ、「01 社会と未来をつなぐSmart World」の実現に向けた推進体制として、組織体制を先行して見直し

[②当社オフィシャルホームページ　ニュースリリース
「Smart World実現やお客さまのデジタルトランスフォーメーション貢献に向けた組織体制の見直しについて」
]

データから新たな価値を生み出すプラットフォーム「Smart Data Platform (以下 SDPF)」の開発・提供を通じ、「DX Enabler®」として、お客さまの安心・安全なデータ利活用の実現に貢献するため、「業界別ソリューション提供体制」と「プラットフォームサービス提供体制」からなる組織への見直しを行います。

また、上記戦略にある、Smart World実現やお客さまのデジタルトランスフォーメーション貢献に向けた環境整備として、社員自身が働きやすい環境を整備し自らのDXを推進する「働き方改革」や、お客様のDXに貢献できる体制・人材を更に強化するため「DXソリューション体制の強化/人材の育成」を行う「自らのDXと経営改革」の内容を下記の通り公表

[③当社オフィシャルホームページ　2020年度決算　2021年度 業績予想について]
自らのDXと経営改革
　・働き方改革
　・DXソリューション体制の強化
・人材の育成

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、いずれも機関承認された方針に基づき作成された内容であり、公開文書に記載されている事項となります。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社オフィシャルホームページ　ニュースリリース
「Smart World実現やお客さまのデジタルトランスフォーメーション貢献に向けた組織体制の見直しについて」（2020年3月2日）
https://www.ntt.com/about-us/press-releases/news/article/2020/0302_3.html

	記載内容抜粋
	「02 データと価値をつなぐSmart Data Platform 」の開発・提供を通じ、「01 社会と未来をつなぐSmart World」の実現に向けた推進体制として、組織体制を先行して見直し

[ニュースリリースより抜粋]
・Smart World実現やお客さまのデジタルトランスフォーメーション貢献に向けた組織体制の見直し

NTT コミュニケーションズ(以下 NTT Com)は、Smart World の実現やお客さまのデジタルトランスフォーメーション(DX)への貢献に向けて、以下の通り組織の見直しを行います。

1.組織見直しの目的
データから新たな価値を生み出すプラットフォーム「Smart Data Platform (以下 SDPF)」の開発・提供を通じ、「DX Enabler®」として、お客さまの安心・安全なデータ利活用の実現に貢献するため、「業界別ソリューション提供体制」と「プラットフォームサービス提供体制」からなる組織への見直しを行います。

2.組織見直しの概要
(1) 業界別ソリューション提供体制の強化
お客さまの事業・業界や社会のニーズに合わせた、最適な業界別ソリューションを迅速に提供することを目的として、「ビジネスソリューション本部」を新設します。
「ビジネスソリューション本部」には、第一から第五の5つの業界別営業組織「ビジネスソリューション部」を設置、またICTコンサルティングから設計・構築、保守・運用までを一体化した「ソリューションサービス部」、そして、本部における事業戦略立案やSmart Worldを推進する「事業推進部」を設置します

(2) プラットフォームサービス提供体制の強化
デジタル社会に求められる安心・安全なサービスを迅速に開発・提供することを目的として「プラットフォームサービス本部」を新設します。

「プラットフォームサービス本部」には、デジタルデータの安心・安全な利活用を実現する「アプリケーションサービス部」「データプラットフォームサービス部」「マネージド&セキュリティサービス部」を設置、またデジタルマーケティングやパートナーセールスを推進する「セールス&マーケティング部」、安心・安全なサービスを支える「インフラデザイン部」、本部における事業戦略立案を行う「事業推進部」を設置します。

(3) 中長期的な視点でのビジネス創造の推進
全社Center of Excellence (CoE)として、デザイナー、デジタルエンジニアを結集し、中長期的な視野でのxTech、新規事業創出を目的とした「イノベーションセンター」を新設します。

(4) 自社DXの更なる推進
全社Center of Excellence (CoE)として、データサイエンティストを結集し、自らのDXを進め、プロセス自動化やデータドリブン経営の推進を目的とした「デジタル改革推進部」を新設します。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社オフィシャルホームページ　2020年度決算　2021年度 業績予想について(P8)　https://www.ntt.com/content/dam/nttcom/hq/jp/about-us/press-releases/pdf/2021/0512_2.pdf

	記載内容抜粋
	戦略にある、Smart World実現やお客さまのデジタルトランスフォーメーション貢献に向けた環境整備として、社員自身が働きやすい環境を整備し自らのDXを推進する「働き方改革」や、お客様のDXに貢献できる体制・人材を更に強化するため「DXソリューション体制の強化/人材の育成」を行う「自らのDXと経営改革」の内容を下記の通り公表
・働き方改革
セキュリティと利便性の両立を実現する「セキュアドPC」を活用し、約8割のリモートワーク率を維持。アフターコロナにおいても平均出社率3割を前提としたリモートワークネイティブな働き方に向け、都内主要オフィスを集約

・DXソリューション提供体制の強化
NTTコム ソリューションズ社の吸収合併により、ICTソリューション・エンジニアリングの一貫した体制を構築し、お客さまニーズへの即応性・効率性を強化

・人材の育成
人材育成プログラムなどの活用により、データサイエンティスト、エンジニア、コンサルタントなど、事業成長に求められる高度スキル人材の育成を強化



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①日本経済産業新聞
②当社オフィシャルホームページ
③NTTグループ中期経営戦略『Your Value Partner 2025』

	公表日
	①2020年   7月 20日
②2021年 　5月 12日
③2018年　11月　6日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①日本経済新聞（2020年7月20日 5ページ）
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO61703880Z10C20A7TJC000/
②当社オフィシャルホームページ　2020年度決算　2021年度 業績予想について(P8)
https://www.ntt.com/content/dam/nttcom/hq/jp/about-us/press-releases/pdf/2021/0512_2.pdf
③日本電信電話株式会社オフィシャルホームページ/株主・投資家情報/経営方針/中期経営戦略(P18)
https://group.ntt/jp/ir/mgt/managementstrategy/img/181106_2.pdf

	記載内容抜粋
	事業ビジョン「Re-connect X」実現に向け、取り組みの指標を設定しております。

「01 社会と未来をつなぐSmart World」推進
[①日本経済新聞 2020年7月20日 5ページ]
・DX関連の売上高：1000億円(2024年度,対19年度比10倍)
[②2020年度決算 2021年度　業績予測について(P8)]
・データサイエンティスト、エンジニア、コンサルタントなど、事業成長に求められる高度スキル人材数　　：約3,000名(2024年度)

また、自らのDXによる既存事業の体質強化、必要人材の捻出に向け、下記の目標を設定しております。

[③日本電信電話株式会社　中期経営戦略(P18)]
・法人のお客さま向けの受付～開通関連プロセスの生産性：2倍(2025年度)※
・工事・保守関連プロセスの生産性：1.5倍(2025年度)※
　※対2017年度



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①2021年　1月　27日
②2020年　5月　15日

	発信方法
	①NewsPicks「【社長直撃】NTTグループ融合はゲームチェンジの狼煙か？　新時代に向けた経営シフトとは」
https://newspicks.com/news/5545847/body/

②当社オフィシャルホームページ　2019年度決算について
https://www.ntt.com/content/dam/nttcom/hq/jp/about-us/press-releases/pdf/2020/0515.pdf

	発信内容
	①当社社長の丸岡より下記を発信しております
・Smart World
現在は「Smart Factory」「Smart Education」「Smart City」など7つの領域で取り組んでいます。「Smart Education」は先ほどお話しした「まなびポケット」を中心にGIGAスクール構想に対応していきます。
また、「Smart City」については、三井不動産様と共創し名古屋市の久屋大通公園に、街頭カメラでAI映像解析ソリューションを行うことができる「COTOHA Takumi Eyes」を導入しました。
・SDPF
クラウド型請求書電子化サービス「BConnectionデジタルトレード」を提供するなど、企業間取引のDXにも取り組んでいます。また企業間取引の電子化サービスの他に、AIや機械学習による業務自動化を行うデジタルワーカーの提供も目指しています。
・ICTインフラのTransformation
コロナ禍において、多くの企業がリモートワークを余儀なくされました。しかし、急にネットワークの構成を変えることは困難で、インターネットを経由して閉域網（VPN）に接続するというケースが急増しました。
そこでインターネット経由では、社内ネットワーク全体のパフォーマンスが低下したり、リモートワークに使用している端末がマルウェアに感染するなどのセキュリティ上のリスクも顕在化しました。このような課題を解決するため、Software-Definedネットワークとセキュリティの技術を統合したサービスを開発中です。

②Smart Worldの実現例（アフターコロナを見据えた顧客接点）として下記を示しております。
在宅型コンタクトセンター、AIによる自動応答、離れた場所からの自然な接客



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2020年　4月頃　～　2021年　3月頃


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトより入力済みです。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	継続実施中


	実施内容
	NTTコミュニケーションズは、自らに課している厳しいセキュリティ管理がお客さまのセキュリティ向上とベネフィットにつながるという考えのもと、それを実現するために「NTTコミュニケーションズ セキュリティ宣言」を策定し、業務を遂行するうえでの基本的な方針としています。

お客さま個人情報保護に関して法令・総務省ガイドラインなどに沿った厳格な運用を行っています。お客さま個人情報を取り扱う業務を委託する場合には、その委託先企業の選定にあたりお客さま情報の取り扱いに関して十分な水準を満たす企業を選定しています。私たちは、2002年より法人営業部門、保守部門などを対象として、ISMS適合性評価制度の認証を受けるとともに、2004年よりプライバシーマークを取得しています。また、2018年5月に施行されたEUの一般データ保護規則(GDPR) に適合するよう社内規程の改定や、サービスの提供条件の確認、SDPC（標準データ保護条項）の締結、社員に対する研修の実施などの対応を行いました。

情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格“ISO/IEC27001”にもとづき、情報セキュリティのマネジメントと管理策に関する国内外共通の目標レベルを設定しています。定期的なモニタリングおよび是正措置を中心としたレベル向上を図る継続的マネジメント活動により、グループの情報セキュリティガバナンスを強化しています。具体的には、CSO（Chief Security Officer：情報セキュリティ担当役員）のもと、
1. 規程や標準の制定と全社員への教育啓発
2. 全社の情報セキュリティ対策の策定と実装
3. 情報セキュリティ規程の遵守状況のモニタリングと是正
4. 情報セキュリティ事故への一元的な対応
などを実施しています。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

